
○公衆衛生医師確保の取り組み  

Ⅰ．公衆衛生修学資金貸与制度について  

1 公衆衛生修学資金貸与制度について   

保健所において行う公衆衛生業務の重要性にかんがみ、医師又は歯科医師たる保健所  

の職員の充実に資するため、医学又は歯学を専攻する者で将来保健所に勤務しようとす  

るものに対し、修学資金を貸与することを目的として昭和32年に創設された制度。公衆  

衛生修学資金貸与法により施行されている。   

大学の医学部及び歯学部において医学又は歯学を専攻する学生であって、将来保健所  

に勤務しようとする者に対して、在学期間中の修学資金を貸与する。毎月5万円以内（平  

成11年度以降）   

卒業後、貸与期間の二分の三に相当する期間保健所等に勤務した場合、修学資金の  

返還が免除される。  

2 公衆衛生修学資金貸与制度の実施状況   

昭和32年から平成10年までの42年間で累計1，189人に貸与。   

制度開始時の昭和32年の新規貸与者数は255人で、以後昭和47年までは毎年20人  

以上に新規貸与していたが、その後は一桁台と二桁台の間を推移し、平成元年以降は一  

桁台が続いていた。   

保健所等への就職者数も昭和36年には25人いたが、昭和44年以降は一桁台が続い  

ていた。（表）   

このため、平成13年度より予算要求をとりやめ、貸与を行っていない。現在は既貸  

与者の返還事務のみ実施している。  
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公衆衛生修学生経過調  平成11年4月1日現在   

年度   予算額   新規貸与有数   者数   貸与修了者数   数   就職率   備   考   

千円   千円   人   人  人  人   ％   

32  9．450   7，224   255  2  20  30．0   

33   16．425   15．436   60   32   17   53．1   

34   16，425   15．468   33   13   57   23   40．4   

35   16，425   15，477   76   21   24．4   

36   16．425   14．208   81   29   68   25   36．8   

37   16．416   13，173   14   柑   20．5   
56   12   37   6   16．2   38   16．416   11，153  

16．416   10．377   42   15   30   23．3   

40   16，416   14，288   48   28．1   

4141 1乙146   11，742   25   41   19．5   

42   10，272   10，018   41   59   32．2   

43   7．614   7．452   29   10   24．4   

44   6．930   6．174   30   27   18．5   

45   10．080   6．798   37   36   19．4   

46   7，440   6，696   46   17．1   

47   10，080   6，516   t26   25   1   4．0   

48   9，324   5．808   0   4   12．9   

49   7，452   4，572   12．§   

50   5，760   4．860   12．5   
5．940   5，040   0   2   33．3   

52   6，732   6，528   11．了   

7．524   7．429   10   33．3   

54   9．7．92   9．64了   1212 16．7   

11，832   11．832   7   0   17   4   23．5   

56 10，440   10．440   0   12   4   33．3   

57   10，440   10．440   12   0   12   25．0   

58   10，440   10．440   13   0   10   2   20．0   
11，160   11，160   0   2   14．3   

60   11．160   11．160   14   0   9．1   
10．044   10，044   0   12．5   

62   10，080   10．080   0   29．4   

8．8ZO   0   16．7   8，820  
JC   8，208   8．208   0   2   25．0   

2   8，856   8，856   0   20．0   

8，856   8，856   3   33．3   

4   8，856   8．856   3   0   0   0．0   

9．504   9．504   訂   0   11．1   

9，504   9，504   9   0   11．1   
10．152   10，152   0   2   28．6   

10，152   9．823   0   0   1名留学のため休止（7ケ月間）  

10．584   9．751   7   0   0   0．0  新規1名欠見、1名留学休止（5ヶ月間）   

10   10，584   5．880   0   20．0   

44／．b／Z   399．89U   1 ，   211   23Z   ． 計  
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公衆衛生修学資金貸与法（抄）  

（この法律の目的）  

第一条 この法律は、保健所において行う公衆衛生業務の重要性にかんがみ、医師又は歯科医  

師たる保健所の職員の充実に資するため、医学又は歯苧を専攻する者で将来保健所に勤務しよ  

うとするものiこ対し、修学資金を貸与することを目的とする。  

（公衆衛生修学資金）  

第二条 政府は、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に規定する大字（以下単に「大  

学」という。）の医学部又は歯学部において医学又は歯学を専攻する学生であって、将来保健所  

に勤務しようとするものの申請により、その者に無利息で公衆衛生修学資金（以下「修学資金」  

という。）を貸与する旨の契約を結ぶことができる。  

（貸与方法）  

第三条 修学資金は、貸与の契約に定められた月から、大学を卒業する日の属する月までの間、  

毎月、政令で定める額を貸与するものとする。ただし、帰省その他特別の理由があるときは、  

あらかじめ、二月分又は三月分をあわせて貸与することができる。  

（返還の債務の当然免除）  

第七条 修学資金の貸与を受けた者は、次の各号の一に該当するに至ったときは、返還の債務  

の免除を受けることができる。   

一 大学を卒業した後、直ちに保健所の職員となり、かつ、引き続き保健所又は公衆衛生行  

政を所管する政令で定めるその他の機関（以下「保健所等」という。）に在職した場合において、  

その引き続く在職期間のうち医師又は歯科医師となった後の期間が、修学資金の貸与を受けた  

期間（前条第二項の規定により貸与されなかった修学資金に係る期間を除く。）の二分の三に相  

当する期間（この期問が三年に満たないときは、三年とする。）に達したとき。ただし、保健所  

の職員となった目から起算して二年以内に医師又は歯科医師となった場合に限る。   

二 前号に規定する在職期間中に公務により死亡し、又は公務に起因する心身の故障のため  

免職されたとき。  

2 前項第一号に規定する在職期間を計算する場合においては、月数によるものとし、その計  

算に必要な事項は、政令で定める。  

3 修学資金の貸与を受けた者のうち、大学を卒業した後、直ちに保健所の職員となり、かつ、  

引き続き保健所等に在職した者が、保健所等の職員でなくなった後、引き続いて医師法（昭和  

二十三年法律第二百一号）第十六条の二第一項又は歯科医師法（昭和二十三年法律第二百二号）  

第十六条の二第一項の規定による臨床研修（以下単に「臨床研修」という。）を行い、かつ、当  

該臨床研修を中止し、又は終了した後、引き続いて再び保健所等の職員となった場合において  

は、その者を、先の保健所等の職員としての在職期間と後の保健所等の職員としての在職期間  

とを通じ、引き続き保健所等に在職した者とみなして前二項の規定を適用する。  

（返還）  

第八条 修学資金は、次の各号に規定する場合には、政令の定めるところにより、当該各号に  

規定する事由が生じた日の属する月の翌月から起算して、貸与を受けた期間（第六条第二項の  

規定により貸与されなかった修学資金に係る期間を除く。）の二分の一に相当する期間（第十条  

の規定により返還の債務の履行が猶予されたときは、この期間と当該猶予された期間とを合算  

した期間）内に、返還しなければならない。  
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一 第六条第一項の規定により、修学資金を貸与する旨の契約が解除されたとき。   

二 貸与を受けた者が、大学を卒業した後、直ちに保健所の職員とならなかったとき。   

三 貸与を受けた者が、大学を卒業した後、死亡したとき（前条第一項第二号に該当すると  

きを除く。）。   

四 貸与を受けた者が、保健所等の職員でなくなったとき（前条第一項第二号に該当すると  

き及び保健所等の職員でなくなった後、引き続いて臨床研修を行なったとき  

を除く。）。   

五 貸与を受けた者が、臨床研修を中止し、又は終了した後、引き続いて再び保健所等の職  

員とならなかったとき。   

六 貸与を受けた者が、保健所の職員となった日から起算して二年以内に医師又は歯科医師  

とならなかったとき。  

（返還の債務の裁量免除）  

第九条 政府は、修学資金の貸与を受けた者が、医師又は歯科医師となった後、保健所等に、  

通算して修学資金の貸与を受けた期間（第六条第二項の規定により貸与されなかった修学資金  

に係る期間を除く。）の二分の三に相当する期間（この期間が三年に満たないときは、三年とす  

る。）以上在職したときは、修学資金の返還の債務（履行期が到来していないものに限る。以下  

同じ。）の全部を免除することができる。  

2 政府は、修学資金の貸与を受けた者が、医師又は歯科医師となった後、保健所等に、通算  

して三年以上在職したときは、政令の定めるところにより、修学資金の返還の債務の一部を免  

除することができる。  

3 政府は、修学資金の貸与を受けた者が、保健所等に在職中に公務により死亡し、又は公務  

に起因する心身の故障のため免職されたときは、修学資金の返還の債務の全部又は一部を免除  

することができる。  

4 第七条第二項の規定は、第一項及び第二項に規定する在職期間の計算について準用する。  

（返還の猶予）  

第十条 政府は、次の各号に掲げる場合には、それぞれ当該各号に定める期間、修学資金の返  

還の債務の履行を猶予することができる。   

一  修学資金の貸与を受けた者が、医師又は歯科医師となった後、保健所等に在職する場合   

その在職する期間   

二 修学資金の貸与を受けた者が、保健所等の職員でなくなった後、引き続いて臨床研修を  

行なっている場合 その臨床研修を行なっている期間   

三 修学資金の貸与を受けた者が、災害、疾病その他やむを得ない理由により修学資金を返  

還することが困難であると認められる場合 その理由が継続する期間  

2 前項の規定により修学資金の返還の債務を猶予する場合には、国の債権の管理等に関する  

法律（昭和三十一年法律第百十四号）第二十六条の規定は、適用しない。  

（延滞利息）  

第十一条 修学資金の貸与を受けた者は、正当の理由がなくて修学資金を返還すべき目までに  

これを返還しなかったときは、当該返還すべき日の翌日から返還の目までの期間の目数に応じ、  

返還すべき額につき年十四・五パーセントの割合で計算した延滞利息を支払わなければならな  

い。  
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公衆衛生修学資金貸与法施行令（抄）  

（修学資金の額）  

第一条  公衆衛生修学資金貸与法（以下「法」という。）第三条 に規定する額は、五万円と  

する。  

（公衆衛生行政を所管する機関）  

第三条 法第七条第一項第一号に規定する機関は、次のとおりとする。  

∬一一 厚生労働省の公衆衛生に関する事務を分掌する内部部局  

二 都道府県、地域保健法施行令（昭和二十三年政令第七十七号）第一条 に規定する市及  

び特別区の公衆衛生に関する事務を分掌する内部部局で、厚生労働大臣が指定するもの  

（在職期間の計算）  

第四条 法第七条第一項第一号並びに第九条第一項及び第二項に規定する在職期間を計算  

する場合においては、保健所又は前条に規定する機関の職員となった日（これらの機関の職員  

とな／）た日において医師又は歯科医師となっていないときは、医師又は歯科医師となった目）  

の属する月からこれらの機関の職員でなくなった目の属する月までを算入するものとする。た  

だし、これらの機関の職員でなくなった月において再びこれらの機関の職員となったときは、  

その月を一箇月として算入するものとする。  

2  前項の規定により在職期間を計算する場合において、当該期間中に休職又は停職の期間  

があるときは、休職又は停職の期間の開始の日の属する月から休職又は停職の期間の終了の日  

の属する月までの月数を控除するものとする。ただし、休職又は停職の期間が終了した月にお  

いて再び休職又は停職の期間が開始したときは、その月を一一一箇月として控除するものとする。  

（免除することができる返還の債務の額）  

第六条 法第九条第二項の規定により免除することができる修学資金の返還の債務の額は、  

同条同項に規定する在職期間を修学資金の貸与を受けた期間（法第六条第二項の規定により貸  

与されなかった修学資金に係る期間を除く。）の二分の三に相当する期間で除して得た数値を  

修学資金の返還の債務（履行期が到来していないものに限る。）の額に乗じて得た額とする。  

2  法第九条第二項の規定により修学資金の返還の債務の一部の免除を受けた者について更  

に同条同項の規定による免除を行う場合においては、前項の規定中「同条同項に規定する在職  

期間」とあるのは「同条同項に規定する在職期間から従前の免除額の計算の基礎となった在職  

期間を控除した期間」と、「二分の三に相当する期間」とあるのは「二分の三に相当する期間  

から従前の免除額の計算の基礎となった在職期間に相当する期間を控除した期間」と読み替え  

るものとする。  
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Ⅱ．公衆衛生医師確保推進登録事業   

公衆衛生医師確保推進登録事業について‥・一部の地方自治体において、保健所等で  

勤務する医師の確保が国難な状況がみられるため、平成16年6月より本事業を開始。保  

健所等において公衆衛生に従事する医師を必要とする地方公共団体と、保健所等において  

公衆衛生に従事することを希望する医師が、それぞれ応募資格、勤務条件等を公衆衛生医  

師確保推進室に登録する。推進室は、自治体側と医師側の条件が合致した場合に双方にお  

互いの情報を提供する（マッチング）。その後は、自治体側と医師側で交渉し、その結果  

を推進室に報告する。  

事業実績（平成16年6月23日～平成19年2月15日）  

○本事業に登録した自治体■‥35自治体（都道府県20、政令市15）  

現在登録中の自治体・・・27自治体  

○本事業に登録した医師・＝45名（男37名、女8名）  

（結果）  

本事業によるマッチングの結果として自治体に就職した医師・・・7名  

木事業のHP等で募集を知り、本事業外で直接自治体と交渉し就職した医師・・・2名  

現在登録中の医師・・・16名  

木事業に登録していない自治体に就職した医師・・・2名  

公衆衛生医師以外の進路を選択した医師・・・18名  

○マッチング状況‥・マッチング件数158件  

情報提供自治体数 34自治体  

（1自治体あたり平均5名紹介 1～9名を紹介）  

情報提供医師数 38名  

（1名あたり平均4自治体紹介 1～18自治体を紹介）  

成立件数・・・7件  
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○マッチング不一致理由（重複含む）  

・1人の医師に複数のマッチングを行った結果としての不成立・・・13件（4名）  

・医師の就職意思の変化による不成立・・・12件（10名）  

医師側の都合による不一致・  

（内訳）  

7件  

・年収が希望より低いため・・・2件（2名）  

・通勤時間がかかるため・・・2件（2名）  

・1年前に同じ自治体に独自に応募し、不合格となっていたため応募を辞退・・・1件  

・兼業ができないため・・・1件  

・後任の医師がいなく、すぐに離職できなくなったため・・・1件  

・自治体側の都合による不一致・  

（内訳）  

・募集年齢を越えているため・  

・公衆衛生実務経験がないため  

・臨床研修を受けていないため  

11件  

3件（2名）  

・1件  

・1件  

・臨床経験がないため・・・1件  

・医師側が就職後の研修を希望しているが、自治体側は即戦力となる医師の採用を希望   

しているため・・・2件（1名）  

1件  ・医師免許取得後5年を経験していないため  

・募集期間を終了したため・・・1件  

・採用試験を受けたが不合格となったため・  1件  

○公衆衛生医師確保推進事業PR状況  

・国立保健医療科学院、日本公衆衛生協会、全国保健所長会のHP等で事業の概要を   

説明  

・厚生労働省主催の全国会議等において自治体に対して事業を周知  

・「臨床研修修了後研修等に関する病院合同説明会」等においてブー スを開設し、医師  

や医学生に対して事業について説明（17年度は4箇所7回実施、18年度は5箇所   

5回実施）  
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○公衆衛生医師確保推進事業（マッチング）の問題点について   

マッチングは公衆衛生医師確保推進室が自治体側、医師側両者から提出される登録票に  

記載されている希望条件が合致した場合に行うが、双方が各条件にどの程度こだわりをも  

っているかが登録票からだけではなかなか読み取れない。   

推進室が条件を厳密にとらえてマッチングを減らすと、公衆衛生医師就職の可能性をせ  

ばめてしまい、本事業の趣旨に合わないことになる。逆に条件を緩くとらえて幅広にマッ  

チングしすぎすると、条件不一致による不成立が多くなり非効率的になる。   

一方、医師側で、HPの募集自治体一覧をみて、事業に登録せず、直接自治体に問い合  

わせをして交渉しているケしスがみられる。   

また、自治体側でも、マッチングによって医師の紹介を受けることより、HP掲載によ  

って募集を幅広く周知することを主な目的として登録をしているケースがみられる。  

○今後の実施方法（案）について   

上記のような現状があるので、今後は、条件に合うかどうかの判断やマッチングは推進  

室で行わず、募集中の自治体の情報はこれまでどおりHPに掲載し、医師側が確認ができ  

るようにするとともに、医師側の情報については、登録があった時点で氏名、連絡先、住  

所地、年齢等の基本情報を全募集自治体に一律に提供する方法が効率的で効果的であると  

考えられる。  
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○公衆衛生医師の資質向上について   

資料 国立保健医療科学院（旧国立公衆衛生院も含む）での公衆衛生医師  
養成コース受講者数の年次推移  

公衆衛生   専門課程   専門課程   

持論コース   分割前期   ＜医師＞  
計  

（1．5ケ月間）   （3ケ月間）   （1年間）   

昭和55   16   8   24   

56   14  15   

57   21  8   29   

58   0  7   7   

59   37  6   43   

60   34  12   46   

61   36  7   43   

62   42  7   49   

63   39  5   44   

平成1   43  6   49   

2   46  7   53   

3   65  6   71   

4   86  7   93   

5   70  13   83   

6   75  9   84   

7   60  4   64   

8   62  6   68   

9   49  5   54   

10   40  4   44   

13  3   16   

12  19   4   23   

13  25   26   

14  17   3   20   

15  24   2   26   

16  17   3   20   

17  18   3   21   

18  12   13   

計   835   145   148   1128   
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※各研修の詳細については、国立保健医療科学院ホームページの研修案内をご覧下さい。新しいコース   

の追刀口や、実施期間等、変更することがありますのでホームページで最終確認をお願い致します。  

http：／／www．niph．go．jp／  

章   称   研  修内 容   

公衆衛生学の分野において、専門家として自立して研究活動を行うに  

目  的      必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養い、公衆衛  

生の行政、教育、研究の指導者を育成することを目的とします。  

（1）本院専門課程を修了した方  

対 象 者      （2）前号に掲げる方と同等以上の学力を有し、経験及び公衆衛生に  

研究課程  対する意欲のある方と院長が認めた方  

定  員  7名  

修 業 年 限  3年間（平成19年4月11日開講）  

申込受付期間  第1回：10月10日～11月10日、第2回：1月4日～1月31日  

※試 験 日  第1回こ11月29日（水）、第2回：2月21日（水）  

選 抜 方 法  書頬選考の上、筆記試験及び面接試験を行います。   

広い視野に立って公衆衛生、保健医療福祉に関する楕深な知識、技術、  

技能を磨き、各分野において専門職業人として指導的役割を果たすた  

専門課程   目  
めに必要な高度な能力を養うことを目的とします。専門課程には以下  

的              の7分野があり、修業年限は1年（健康危機管理分野は2年）です。  
なお、健康危機管理と生活習慣病対策に関する見識をより深めるた  

め、選択科目として3週間程度の海外研修も予定されています。   

専門課程Ⅰ  

目  
公衆衛生、保健福祉医療分野におけるリーダーとなるために必要な高  

的      度な能力を養うことを目的とします。  
（1）保健所長への就任を予定して、地方公共団体から派遣される医師  

対 象 者  または技術吏員  

（2）将来、保健所医師として就職を希望する万  

（1）保健福祉行政管理分野  
定  員  20名  

①本科  
実 施 期 間  4月11日（水）～平成20年3月14日（金）  

申込受付期間  第2国：1月4日～1月31日、第3回：2月1日～2月28日  

※試 験 日  第2回：2月21日（水）、第3固：3月20日（火）  

書類選考の上、筆記試験及び面接試験を行います。  

（ただし、医師以外の技術吏員の場合は、公衆衛生行政に必要な医師  

選 抜 方 法          と同等以上の医学的知識を確認するための予備試験を本試験の前日  

に実施します。予備試験合格者に限り本試験受験が認められます。）   

専門課程共通必修科目及び保健荷祉行政管理分野の必修科目のみを  

目  的      受講する課程で、公衆衛生、保健福祉医療分野におけるリーダーとな  

るために必要な基礎的知識を養うことを目的とします。  

上記①本科の応募資格を満たす者のうち、1年間通年で専門課程を履  

対 象 者      修することが困難な方  
（∋分割前期（基礎）  

定  員  30名  

実 施 期 間  4月11日（水）～7月20日（金）  

申込受付期間  第2回：1月4日～1月31日、第3回：2月1日～2月28日  

※試 験 日  第2回：2月21日（水）、第3回：3月20日（火）  

選 抜 方 法  書芙頁選考の上、筆記試験及び面接試験を行います。   
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名  称   研  修  内  容   

＿）て地方公共団体に勤務する方（内定者を含む）、大学院に在籍す  

で靭戸臥 就学等（つ事情によ〔）、－1年間通年で雫門課程を履修す  

ヒが困難な方に専門誌程修了の機会を与えることを∃的としま  
目  的  

A方訂甘分割前期修了の次年子琵以降に本院にて複修するもので、  

i：二は、現場で働きながら、本院の諾供する逗碍教育、遥訳科臥  

葉程などを履修し攣位を取得するものです、二，  

ぜ分割後期  対 家 老  ◆碩馴軍了肴  

定  員  「l く）ミJ  

実 施 期 間  ぎむ期Cウ序修年度を責めた3年間  

隼式A：1月4E］（木）へ・・け］こ〕1日し木二〉  

申込受付期間  
方式Bこニ3月3ヨ（即▼・一9月28日（念）  

選 抜 方 法  翼考により煮出しますリ   

専門課程Ⅱ  

■】E（水）へ・平成2〔「竿3月■】4ヨ（令ノ  
実 施 期 間  

6）憬康危機哲三塁分堅封ま判詳：21年こヨノ弓までの2年間  

：1⊂l月10日′・、▼一1＝∃10日、賓2匡：1月4Eへィ㍉弓31E、  

申込受付期間      二2月1日へ′2月28日  

（共通事項）  ヨニ11月29日（水二）、第2；司：a月2＝∃（水）、  

≠一巨3月20H（火）  
÷試 額 巴  

毒紺）禁絶清朝は各分野で異なりますこつ 詳犯は各分野の「試羅ヨ」  

頁を奉増してくだごし＼こ 

選 抜 方 法  笠考の上、筆記試験及び「醐至誠敗を行いますごフ   

菜健碍祉策矧こおいて∴指導的立場で実践活動を結合郎に推進す  
目  

的      bに必要な能力を慕うことを目的とし訂す（  

腎や地二モク二共団体から派遣され保健▲福祉分野に従事している  

職員（保健師、勧産師、看護師、笥埋呆寮士．．蒲初戦、事務戦など）  
対 象 者  

（1）地域保健福祉分野  
将繋、地域保健福祉清朝分野へ【て）就篭を志望し、そのために苗  

質の幻識を得ようとする者  

■】＝弓29日（水）、兼2回：2月21E］（水）、  

試 験 日      ：3月20E（火）  

定  
員  

莱健・生活衛生業務において、指導的工場で冥犠活動を推進する  
目  的      ‾／、‘1∃萱工「人仝t2ナγを登㌢うこ／L一茶百折′L・… ます  

出方公ニを：を団体等から派遣ご′才1．環境保健・豊満濁生分野の業矧こ  

従事してい毛織黒  

環靖保健、生活衛生関係は体に勤発し、竃讐の技術を得ようと  
対 象 者  

（2）生活衛生環境分野  する方  
貰最保健・集清衡生阻要の大学・大学院等の卒業生（見込含む）  

で、将三きキ≡三策境保健′生活衛生関係分禦／－＼の就職を志望する方  

1＝∃29日（水）、第2回こ2月21巨］（水）  
試 験 日  

‘可：3声∃20日（火）  

定  員  

（平成19年度国立保健医療科学院研修募集要項より抜粋）  
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